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１．は じ め に

　マイクロ波を使用した WPT とは，電気的接触な
しに他の場所に電力を伝送する WPT のうち，電波
により数メートル程度の距離を有線で接続すること
なく電力を伝送するものであり，日本国内では「空間
伝送型ワイヤレス電力伝送システム」とした無線局
での実用化がなされたものである。
　空間伝送型 WPT システムは，送電距離を長くで
きる反面，空間損失等により受電可能な電力は低く
なる傾向がある。しかし，受電機器の設置の制限が
なく，電気配線の必要性や製造工場でのライン変更
による電源線の敷設変更などが不要となるメリット
がある。併せてこのメリットを活かした利用方法と
して，近年の IoT＊ 2 社会を支えるセンサ機器への給
電として，工場内で利用されるネットワーク向けセ
ンサ機器，BEMS＊ 3 などで空調管理するための環境
センサなどへの給電利用が見込まれている。また，
今後の利用範囲の拡大に向けた取組みとして，携帯
端末やポータブル機器への充電を可能とする電力利
用に向けての技術開発や制度化に向けての検討も進
められている（図 1）。
　本稿では，空間伝送型 WPT システムについて，現
在の制度化と今後の制度化に向けた概要や，空間伝

送型 WPT 機器の開発状況など，当社が行っている
取り組みについて紹介する。

２．空間伝送型WPTシステムの制度化について

　空間伝送型 WPT システムは，実験局での試験な
どは行われてきたが，長らく電波法上の区分が規定
されていなかった。しかし，センサネットワークを
活用したシステムの普及・拡大が進んでいる中，こ
れらへ給電し，配線レスによる設置自由度の向上，
電池交換不要になることなど，導入を希望する声の
高まりから，2018 年 8 月の「電波有効利用成長戦略
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懇談会」の報告書（2）において，2030 年代に実現すべ
き 7 つの次世代ワイヤレス技術の 1 つとして空間伝
送型 WPT システムの実用化が挙げられ，その中で
無線設備として規律していくことが適当との考え方
が示された。
　2018 年 12 月に総務省情報通信審議会情報技術分
科会にて諮問 2043 号「空間伝送型ワイヤレス電力伝
送システムの技術的条件」により，情報通信技術分科
会陸上無線通信委員会の下に，「空間伝送型ワイヤレ
ス電力伝送システム作業班」（以下，作業班）が設置
され，無線局として空間伝送型 WPT システムの技
術的条件についての調査・検討が開始された。
　作業班では，3 つの周波数帯（920MHz 帯，2.4GHz
帯，5.7GHz 帯）を対象に検討され，屋内での限定さ
れた使用方法として，「WPT 屋内設置環境」を定義
した（図 2）。また，一部の無線システムへの干渉対
策として，「運用調整」を前提とした調整を行うこと
で，共用可能とする運用条件も明記された。ただし，
運用調整の具体的な方法については今後の議論を踏
まえて行うとした留意事項の報告として，技術的条
件の答申がなされている。
　答申後，「空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム
の運用調整に関する検討会」として総務省内で空間
伝送型 WPT システムの運用調整に関する基本的な
あり方について，運用調整の具体的な方法などが整
理，検討された後，2022 年 8 月に晴れて「無線電力

伝送用構内無線局」として制度化され，検討開始から
4 年の議論を経て，屋内限定の構内無線局として，正
式に利用が可能となった。
　空間伝送型 WPT システムが使用できる環境とし
た「WPT 屋 内 設 置 環 境 」の 定 義 を表１に 示 す。
2.4GHz 帯及び 5.7GHz 帯での利用については WPT
管理環境でのみ使用可能となり，最初の制度では限
定的な利用になった。ただし，この制度化による技
術的条件等をステップ 1 とし，屋外利用や大電力化
など利用範囲の拡大したものをステップ 2 として，
技術や研究の進展，商用化の時期や実用化の取組状
況等を踏まえての検討事項とされている。

図２　利用周波数における特徴と利用方法（1）
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表１　WPT屋内設置環境の定義

WPT管理環境 WPT一般環境

免許条件等 構内無線局 構内無線局

WPTの利用周波数帯 920MHz 帯，2.4GHz 帯，5.7GHz 帯 920MHz 帯

有人か無人か 無人
（無人と記載しているが，電波防護指針で定義される管理環境
に対応する人は存在する可能性がある）

無人もしくは有人
（有人の意味は，電波防護指針で定義される一般環境を適用す
べき一般人が存在するという意味）

環境の定義 「WPT管理環境」の定義
下記の a～ dを全て満たす環境

「WPT一般環境」の定義
左欄の a～ dのどれかを満たさない環境

a. 屋内（※），閉空間であること。 屋内

b. 電波防護指針における管理環境の指針値を満足するものと
する。
（電波防護指針における管理環境の指針値を超える範囲に人
が立ち入った際には送電を停止することとする。）

WPT一般環境においては，電波防護指針の一般環境の指針値
を満たすものとする。

c. 屋内の管理環境に設置される空間伝送型ワイヤレス電力伝
送システムの運用が，他の無線システム等に与える環境を
回避・軽減するため，本システムの設置者，運用者，免許人
等が，一元的に無線システムの利用，端末設置状況を管理で
きること。

d. 当該屋内に隣接する空間（隣接室内，上下階等）においても
他の無線システムとの共用条件を満たすか，当該屋内と同
一の管理者により一元的に管理できること。
【2.4GHz帯，5.7GHz帯】
※窓を含めた「WPT屋内設置環境」の周囲にある壁損失が干渉
検討に使用する壁損失以上を担保し，他の無線システム等
への干渉を低減できる環境
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　また，運用調整では，運用調整の在り方を踏まえ
た調整団体としてワイヤレス電力伝送運用調整協議
会（以下，JWPT＊ 4）が設立され，構内無線局として
無線局免許を受けるにあたっての事前審査と運用調
整支援を受ける事が可能となっており，JWPT の
web サイトを確認すれば，事前の調整支援やすでに
運用が始まっている無線局のすべての情報を把握で
きるサービスも始まっている。
　ステップ 2 へ向けた取り組みは，ブロードバンド
ワイヤレスフォーラム（以下，BWF＊ 5）を中心に検
討が進められており，設置環境の細分化による使用
環境の再定義，利用場所の拡大，新たなる利用周波
数として 24GHz 帯の追加などについて，技術面での
検討や干渉先無線システムとの干渉評価など事前検
討が開始されている。この検討には，後節の委託研
究による検討結果，測定方法や干渉の実証評価など，
技術研究にて取得したデータやその解析結果を活用
して進められており，2025 年度での制度化を目指し
て進めている。

３．SIP＊ 6 委託研究での取り組み

　SIP 委託研究とは，内閣府の科学技術イノベー
ション実現のために創設した国家プロジェクト事業
であり，SIP 第 2 期として 2018 年から 2022 年の 5
年 で 実 施 さ れ た 空 間 伝 送 型 WPT シ ス テ ム は，

「IoE＊ 7 社会のエネルギーシステム」（3）とした技術課
題の中のテーマである。研究では，空間伝送型 WPT
システムの開発として，3 種類のテーマを主として，
それらを補完する要素技術として 6 テーマについ
て，8 つの企業と大学により実施された（図 3）。
　SIP 研究開発のテーマは「センサネットワークお
よびモバイル機器への WPT システム」として，2 つ
の方式（分散アンテナ協調ビーム制御方式と高度
ビームフォーミング方式）について 3 つのシステム
で研究が行われた。
　分散アンテナ協調ビーム制御方式は，920MHz 帯
にて多数の低出力な送電装置を配置して受電位置で
の位相合成により最大電力を得る方式である。この

方式では送電装置が低出力であることから人体暴露
影響も限定的としたものとなっている。一方の高度
ビームフォーミング方式では，920MHz 帯と 5.7GHz
帯を利用した 2 つのシステムにて実施し，920MHz
帯では人が持つタグにより送電電力を人体暴露の許
容値以下とするシステム，5.7GHz 帯では反射波によ
り検出した人体方向に指向性によるヌルを形成して
許容値以下とすることで，有人環境下でも送電を可
能とするシステムの開発を実施した。
　当社は「OTA＊ 8 測定評価およびシステム評価方
式の開発」をテーマとした要素技術開発を実施し，
OTA 評価による無線特性評価と人体暴露の回避時
の特性評価を可能とした評価方法について開発し
た。また，OTA評価を前提としたのは，ビームフォー
ミング方式などでは，空中線接続にコネクタを使用
しない製造方法での送電装置が前提となること，空
間伝送型 WPT システムでは，高い EIRP＊ 9 で送電
するが，人体暴露を回避できる低い電力までを容易
に測定する必要があるためである。
　実際の OTA 評価では，送電装置から放射された
電波の測定範囲は，+40dBm から -80dBm まで行う
必要があり，併せて，小型・簡易な装置で評価でき
る測定装置を開発した。
　OTA評価システムの構成を図4に示す。受信した
電波は，RF 回路を経由して，スペクトラムアナライ
ザにて受信して測定する。RF回路は入力した電力に
合わせて，RF 回路の通過回路の一部を切り替え，ス
ペクトラムアナライザの値を補正することで，広範
囲での電力測定を可能としている。また，送電装置
付近に設置した基準空中線からの入力と比較するこ
とで，相対位相の測定も可能としている。測定する

＊８　OTA：Over the Air
＊９　EIRP：Equivalent Isotropic Radiation Power：等価等

方放射電力

＊４　JWPT：Japan Coordinating Council for Wireless Power 
Transfer　https://jwpt.jp/

＊５　BWF：Broadband Wireless Forum
＊６　SIP：Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion 

Program
＊７　IoE：Internet of Energy

図３　SIP 研究実施体制（3）
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周波数では，スペクトラムアナライザへの出力周波
数を 920MHz 帯として行い，920MHz 帯以上を測定
する場合には測定周波数変換ユニットを使用して，
スペクトラムアナライザへの周波数を920MHz帯と
することで異なる周波数帯の測定を可能としてい
る。測定環境としては，送受信空中線の距離を 0.8m
程度，内部に電波吸収体を設置した 2m 四方の小型
簡易暗室での評価を可能としている。また，評価に
ついては，920MHz 帯では，遠方界測定としてスペ
クトラムアナライザの値を，920MHz 帯より高い周
波数帯では，測定結果を計算にて遠方界データへ変
換した値で評価している。
　OTA による測定精度評価では，遠方界測定となる
920MHz 帯では，EIRP 測定にて± 1.5dB，TRP 測定
にて± 2.0dB 以下の誤差範囲での測定を可能とし
た。また，近傍界測定となる 5.7GHz 帯では EIRP 評
価にて± 2dB，TRP 測定にて± 5.0dB 以下の誤差範
囲で評価を可能としている。また，指向特性の取得
についても一般的な遠方界測定結果と比較的相似し
たものが取得できている（図 5）。

　OTA 装置の検証試験では当初，システム開発した
機器を使用して評価する予定であったが，コロナ禍
により人や機材の往来が厳しく制限されたことで，
難しい状況となった。そのため，当社にて 5.7GHz 帯
の送電装置を試作し，これを用いた実証試験をおこ
なった。5.7GHz 帯の送電装置の外観を図 6，装置構
成を図 7に示す。送電装置は 2 素子をサブアレー化
した 32 素子でのビームフォーミング装置とし，ス

図４　OTA評価システム概要構成

R F

図５　OTA測定による指向特性

（a） 920MHz 帯指向性比較 （b） 5.7GHz 帯指向性比較

図６　32素子ビームフォーミング装置

図７　32素子ビームフォーミング装置構成
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テップ 1 での仕様に近い空中線電力約 90W，EIRP 
70dBm の送電装置を試作した。また，空中線に接続
する終段アンプでは 50W クラスを使用したものと
なり，アンプの熱対策としては水冷方式を採用し，
アンプ表層での温度上昇は 5 度程度と安定した送電
を可能としている。

４．総務省委託研究での取り組み

　総務省の電波資源拡大のための研究開発として，
2022 年度より「空間伝送型ワイヤレス電力伝送の干
渉抑制・高度化技術に関する研究開発」が 4 年間で
実施されている。研究開発では，11 の企業，大学，
研究機関が参加し，3 つの課題解決へ向けての研究
を実施しており，当社は代表研究機関として参画し
ている（図 8）。
　3 つの主要課題は以下のとおりであり，各課題で
の目標を達成と研究全体として，空間伝送型 WPT
システム全体での利用効率を現行の 10 倍以上を目
標として実施している。また，空間伝送型 WPT シ
ステム全体での利用効率とは，空間伝送型 WPT シ
ステムの時間当たりの給電量としている。
　①技術課題ア　新たな高周波数帯を活用した電力

伝送効率化技術

　　課題目標　準ミリ波帯における受電装置の動作
必要電力について，7.5W 程度を実
現

　②技術課題イ　空間環境に応じた多数デバイス給
電制御技術

　　課題目標　給電時間割合について，現行の 20％
程度から 80% への向上を実現

　③技術課題ウ　共存性評価技術
　　課題目標　建物内外の電波強度および共用可能

な要件（出力，離隔，時間等）を解析
することが可能なシミュレーション
システムを実現

　当社は，技術課題アのサブテーマ「WPT システム
構成設計と全体最適化」と「5G 準ミリ波との共用化
技術」の 2 つを実施している。また，技術課題アの新
たな高周波数帯とは 24GHz 帯の周波数としている。
　サブテーマ「WPT システム構成設計と全体最適
化」は，研究全体のとりまとめと各研究機関で行って
いる成果をステップ 2 の制度化に向けて取り組んで
いる BWF と連携し，制度化に向けて技術的条件や
検証方法等を提供する一方で，制度化に向けての課
題や干渉システム側の条件等を研究機関にフィード
バックを行い，研究のマイルストーンを示す活動を
実施している。併せて，研究成果を JWPT などと連

図８　総務省委託研究の研究機関連携
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携 し た 標 準 化 へ の 貢 献 と し て，ITU-R ＊ 10 や
CISPR＊ 11 などへ国際標準化に向けた情報提供など
も実施している。
　もう一方のサブテーマ「5G 準ミリ波との共用化技
術」は，空間伝送型 WPT システムにおいて 24GHz
帯を使用し，5G 通信の 28GHz 帯と一つの装置とし
て共用することで通信と送電を融合した装置開発を
目的としている。周波数帯が比較的近く伝搬特性も
同等であることから 5G 通信を行う機器に対して空
間伝送型 WPT システムでの給電を行うユースケー
スを想定し，5G 通信時の干渉影響を制御し限定的と
両立できる装置システムを目指している（図 9）。
　24GHz 帯は，空中線の大きさを小さくできること
から 5.7GHz 帯などと比較し，同じ大きさで空中線利
得を高くでき，高い EIRP が実現できる。一方で空
間に放射された電波の減衰量は多くなるため，近距
離における大電力給電に有効とされ，距離が遠くな
ると減衰が多くなることから他の無線システムへの
干渉が軽減されることが期待できる。24GHz 帯を利
用した空間伝送型 WPT システムの特性案を表 2に
示す。EIRP は 82.0dBm と 5.7GHz 帯の約 20 倍とな
るが，大きさは 5.7GHz 帯 64 素子ビームフォーミン
グ空中線と同等で実現を可能としている。
　5G との共用化では，24GHz 帯を使用した 1024 素
子 の 空 間 伝 送 型 WPT 装 置 と 28GHz 帯 5G NR 
O-RAN 対応無線装置（以下，O-RU＊ 12）を１つの装置
筐体に組み込んだ装置としている。28GHz 帯 O-RU
は，当社が開発してきた 28GHz 帯の 5G 基地局の技

術に 24GHz 帯からの干渉抑圧効果を含めて再設計
したものとなる。一方の空間伝送型 WPT システム
は，空中線素子にメタマテリアル技術を応用した円
偏波共用メタライン空中線（4）を用いて進めている

（図 10）。この円偏波共用メタライン空中線では，一
方の偏波面入力では右旋（又は左旋）円偏波となり，
２偏波面同時の入力では入力位相により，任意の傾
きを持つ直線偏波とすることが可能なものである。
また，ハイブリッド回路など給電等損失を含む周辺
電回路を用いなくても円偏波を実現でき，低損失な
給電にて，受電側の空中線形式や空中線の傾きに合

図９　5G/WPT共用基地局イメージ

5 G

W P T

表２　24GHz 帯空間伝送型WPTシステムの特性案

項目 特性案

無線周波数帯 24.253MHz ～ 24.257MHz

中心周波数 24.255MHz（1cH）

変調方式 CW

空中線電力 合算値で 40W以下

空中線利得

36dBi 以下
ただし、等価等方輻射電力が 82.0dBm 以下となる
場合は、その低下分を送信空中線の利得で補うこと
ができる

空中線指向性 ビーム指向性を任意に形成・制御できること

空中線電力の
許容偏差 上限 20％、下限 50％以内

受電装置からの
ビーコン信号

特定小電力設備等を使用した送信設備からの指示に
より、送信装置と同一周波数帯の電波を発射するも
のとする。
ただし、特定小電力無線設備等を使用した情報によ
り、受電装置の位置を特定が可能な装置については、
この機能を有しないものとする。

人体検出機能

電波防護指針の指針値を超える範囲に人が立ち入っ
たことを検出し、送信を停止する、

もしくは
ビーム制御する機能を有する

送信空中線 ビームフォーミングによる可変ビーム指向性空中線

設置環境 「WPT管理環境」（閉空間・一般人有）
「WPT管理環境」（閉空間・一般人無）

RHCP Port

LHCP Port

図 10　円偏波共用メタラインアンテナ例（@2.65GHz）（4）

＊ 10　ITU-R：International Telecommunication Union-Radi-
ocommunication Sector　国際電気通信連合（ITU）下部組
織の無線通信部門

＊11　CISPR：Comite International Special des Perturbations 
Radioelectriques（フランス語）

＊ 12　O-RU：O-RAN Radio Unit
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わせて，最適な偏波面とした（偏波面損失を抑えた）
形で送電することが可能である。

５．受電装置の取り組みについて

　受電装置としては，整流素子の提供を受けての評
価を主に 5.7GHz 帯 32 素子ビームフォーミング装置
を使用して実施している。ビームフォーミングをし
ながらの評価試験では，動く鉄道模型に合わせて給
電させることに成功している。この時の供給電力は，
ビーム可変により鉄道模型にビームを向け続けるこ
とで 0.7W 程度を常時供給している。また，この時の
ビ ー ム 可 変 角 度 は±20 度 の 範 囲 で 行 っ て い る

（図 11）。
　5.7GHz 帯の送電装置を使用した基礎評価として，
受電する空中線の利得を含まない空間電力を測定し
た例を図 12に示す。6dBi 程度の平面空中線を使用
した場合には，送電装置から 0.4m にて約 8W，1m
の位置にて 2W 程度の RF 電力の供給は可能となる
が，整流素子や DC 変換器を経て，実際に供給出来
る電力は，半分程度と想定している。また，0.4m よ
り近づいても空間電力は頭打ちとなっている（図 12
の●）。これは空中線から近傍であるために空中線素
子から放射された電波が同位相となっておらず，ア
レー利得による効果が得られないためである。
　京都大学は，近傍界領域での効率劣化の回避手法
として，空中線近傍での受電装置等に対して素子位
相を制御し，同相合成するフォーカスビームを提唱
している。当社でも，図 13に示す様な簡易的な位相
制御にてフォーカスビームを構成し空間電力の測定
を行っている（図 12 の■）。フォーカスビームを用い
ることで，0.2m では 5W，0.1m の位置で約 10W の
空間電力が確認できた。金沢工業大学からご提供頂
いた GaAs GAD（GaAs E-pHEMT のゲートとドレ
インを接続し構成）10W 耐電力の整流素子（5）を使用
したフォーカスビームでの給電試験では，距離 0.1m
に設置した受電空中線出力 40dBm を整流した出力
電力にて，約 7.5W を得ることに成功した。
　今後の実用化に向けては，主には 5.7GHz 帯にて
100mW～1W程度の電力供給を可能とする受電装置
の開発を進め，電源供給する利用形態に合わせた空
中線を提供する装置の製品化に取り組む予定であ
る。また，24GHz 帯では，総務省委託研究の課題目
標となる受電装置の動作必要電力 7.5W 以上を実現
した上で，これに対応する受電装置の開発を進める

予定である。

６．む　す　び

　空間伝送型 WPT システムは，現在進行形で利用
範囲や供給電力の拡大を目指したステップ 2 に向け
て色々なことが進められている。また，国際標準化
でも空間伝送型 WPT システムの利用周波数帯の勧
告（ITU-R Recommendation SM.2151-0）が成立する
など，より一層の利用が期待される分野である。今

図 11　鉄道模型への送電試験

図 12　5.7GHz 帯での空間電力の測定例
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回紹介した取り組み等はこれを推進できるものであ
り，社会実装に向けて進めたいと考えている。そし
て，日本発の技術として世界をリードできる標準化，
実用化を進め，電源を気にすることなく繋がる事が
可能な IoE 社会への実現のために貢献していきた
い。

　本紹介では，総務省の「電波資源拡大のための研究
開発（JPJ000254）」における委託研究「空間伝送型ワ
イヤレス電力伝送の干渉抑制・高度化技術に関する
研究開発」により実施した成果を含むものである。
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